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令和５年度 再評価対象地区に係る事業制度・費用対効果の分析について 
 

課名  森林経営課   

  ○ 

  事 

  業 

  制 

  度 

  に 

  つ 

  い 

  て 

 事 業 名 公共林道事業（農山漁村地域整備交付金、地方創生道整備推進交付金） 

 事 業 目 的 

・山村と都市の共生・対流を図り、快適な居住環境を広く創出することとし、居住

地周辺の森林、山村地域の定住基盤、森林整備の基礎となり生活環境の改善にも

資する骨格的な林道等の整備を総合的に実施する。 

・森林の持つ機能に応じた森林整備を計画的に推進することにより、森林の有する

多面的機能の維持・増進を図り、森林環境の保全に資する。 

 採 択 基 準 

○森林基幹道  
地域森林計画に記載された林道。利用区域面積が1000ha以上、かつ全体計画延

長が7km以上。着工後10年以内に利用区域面積の10%（延べ面積）以上の森林整備

が計画されていること。 

○森林管理道  
地域森林計画に記載された林道。利用区域面積が50ha以上、かつ全体計画延長

が1km以上（過疎、特定・準特定市町村等は30ha以上かつ0.8km以上）。着工後10

年以内に利用区域面積の10%（延べ面積）以上の森林整備が計画されていること。 

 概      要 

 (メニュー) 

・森林基幹道開設 
・森林管理道開設 

○ 

費 

用 

対 

効 

果 

の 

分 

析 

に 

つ 

い 

て 

 

＊ 

費 

用 

便 

益 

B/C 

＊ 

 

 効 

 果 

 の 

 項 

 目 

う 

ち 

貨 

幣 

換 

算 

す 

る 

項 

目 

》  
Ｂ 

《  

○木材生産等便益 
 ・木材生産経費縮減便益 

林道整備による木材の搬出・輸送経費の縮減効果 
 ・木材利用増進便益 
  伐り捨てとなっていた間伐材が、林道整備により搬出・利用される効果 
 ・木材生産確保・増進便益 
  林道整備により新たに伐採が促進され生産・利用される効果 
○森林整備経費縮減等便益 
・造林作業経費縮減便益 

林道整備により造林等作業員の歩行時間等の縮減効果 
・森林管理等経費縮減便益 

林道整備により森林管理の巡視・普及指導を行う者の歩行時間縮減効果 
・森林整備促進便益 

造林・保育が不十分となっていた森林が、林道整備により森林整備が行われること

による「水源かん養」「山地保全」「環境保全」の効果 
○森林の総合利用便益 
・ふれあい機会創出便益 

林道整備により市民の森林等とのふれあいの機会が創出される効果 

その他 

項 目 

 

費 

用 

》  
Ｃ 

《  
の 

算 

定 

・費用の積み上げ基準：事業費（建設費）＋ 維持管理費 

・単価の基準：評価を実施する年度 

・現在価値化に用いる割引率４％（Ｂ及びＣ共通） 

・評価対象期間は事業完了後４０年間 

費
用
便
益
比 

の

基

準 

費用便益比（Ｂ／Ｃ）が１．０以上 
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令和５年度 再評価実施箇所（附図） 

                                                                       担当課〔森林経営課〕 

 番   号 １ 
 事 業 名 

 (路線･河川名等)      

公共林道事業（地方創生道整備推進交付金） 

（林道 揖北線） 

事業実施  

箇    所 

起点：揖斐郡揖斐川町東津汲 

終点：揖斐郡揖斐川町東横山 
事 業 主 体 岐阜県 

 採択年度 平成２年度 完了予定年度 令和８年度 

再評価の実施基準 再評価を実施したあと５年間が経過した時点で継続中の事業 

揖斐川町東津汲地内の国道303号を起点とし、揖斐川左岸の権現山中腹を通過して同町東横山地内の

町道を終点とする幹線林道であり、効率的な林業経営の基盤となること、適正な森林管理を促進する

こと、また森林の総合利用に寄与することを目的とする。 

 事業概要  

幅員 4.0，5.0ｍ 全体計画延長 17,200ｍ 全体事業費 7,261,000千円 

利用区域面積 1,530ha 同蓄積 351,110ｍ3 

 概 要 図  
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令和５年度 再評価実施箇所（附図） 

                                                                       担当課〔森林経営課〕 

 番   号 ２ 
事 業 名 

(路線･河川名等)      

公共林道事業（地方創生道整備交付金） 

（林道 大谷～大栃線） 

事業実施  

箇    所 

起点：関市板取 

終点：郡上市八幡町 
事 業 主 体 岐阜県 

採択年度 昭和４８年度 完了予定年度 令和１２年度 

再評価の実施基準 再評価を実施したあと、５年間が経過した時点で継続中の事業 

事業目的  

 関市板取字橋向地内の県道と郡上市八幡町相生地内の県道を結ぶ2,470haの森林内の路

網の骨格となる基幹林道を開設することにより、森林整備を推進し効率的な林業経営に寄

与する。 

事業概要  

 全幅員 4.0，5.0ｍ  全体計画延長 22,160ｍ 全体事業費 5,380,000千円 

 利用区域面積 2,470ha  同蓄積 642,688  

概 要 図  
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令和５年度 再評価実施箇所（附図） 

                                                                 担当課〔森林経営課〕 

 番   号 ３ 
 事 業 名 

 (路線･河川名等)      

公共林道事業（農山漁村地域整備交付金、地方創生道整備交付金） 

（林道 三森山線） 

事業実施  

箇    所 

起点：中津川市阿木 

終点：恵那市上矢作町 
事 業 主 体 岐阜県 

 採択年度 平成５年度 完了予定年度 令和１５年度 

 再評価の実施基準 再評価後５年間が経過した時点で継続中の事業 

 事業目的  

本林道の利用区域内森林の６２％を人工林が占め、そのうち８６％がヒノキであり、地

域ブランドである東濃ヒノキの産地となっている。林内路網の骨格となる本林道を開設す

ることにより、森林整備を促進し、効率的な林業経営の基盤を築くとともに、森林の総合

利用に寄与することを目的とする。 

 事業概要  

幅員 4.0～5.0ｍ 全体計画延長 31,043ｍ 全体事業費 9,058,567千円 

利用区域面積 2,353ha 同蓄積 543,010ｍ3 

 概 要 図  
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林 道 事 業 の 概 要

林政部 森林経営課

④森安～万波線

②大谷～大栃線

③三森山線

①揖北線

対象路線数 ４ 路線

再評価対象箇所
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県の施策における位置づけ

第４期 岐阜県森林づくり基本計画
（令和４年度～令和８年度）

＜基本方針＞
「清流の国ぎふ」の未来を支える森林づくり

＜施策区分＞

１．森林づくりの推進

２．林業・木材産業の振興

・木材の安定供給と森林所有者への利益還元

・ 森林施業に早期に着手するため、進捗が大幅に

遅れている路線は計画見直し

３．森林の新たな価値の創造と山村地域の振興

路網整備の推進

計画の見直し
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公共林道事業
（地方創生道整備推進交付金事業）

い ほ く

林道揖北線

位置図及び事業概要

権現山
起点：揖斐川町東津汲

横山ダム

事 業 期 間 ： Ｈ２～Ｒ８年度（３７年間）
事 業 費 ： ７，２６１ 百万円
事 業 内 容 ： 幅員 ４．０～５．０ｍ

延長 １７，２００ｍ
利用区域面積 ： １，５３０ｈａ

凡 例

開設済区間
既設区間
未開設区間
利用区域
下方道（町道）

事業の目的
１ 森林整備の推進
２ 林業経営の効率化

国道303号線

国道417号線

終点：
揖斐川町
東横山

町道東杉原線

1000m
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事業の必要性及び効果

人工林（33％）

天然林（67％）

起点

終点

凡 例

開設済区間
既設区間
未開設区間
利用区域
間伐実施区域

30～60年生
77.6％

61年生
22.4％

人工林内の林齢分布

利用区域 面積 1,530ha

蓄積351,110m3

森林整備の実績（過去10年間）

間伐実施面積 74ha

1000m

事業効果（森林整備の計画）

起点

終点 凡 例

開設済区間
既設区間
未開設区間
利用区域
今後の森林経営
計画区域（予定）S=1/60,000

森林経営計画 667ha
間伐計画 113ha
作業道 500m

揖斐川町久瀬

揖斐川町藤橋

1000m
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残計画延長
L=9,794m

全体計画延長 L=17,200m

起点

終点 全体計画延 17,200m
実施済延長 7,406m
残計画延長 9,794m
既設区間

進捗率 （延 長） 43%
（事業費） 30%

既設林道延長
L=3,559m

既設延長（久瀬工区）
L=2,174m

既設延長（藤橋工区）
L=5,232m

事業の進捗状況

S=1/50,000

1000m

事業執行上の課題

全体事業の見直し
・未開設区間（9,794m）のうち、2,600mが地山傾斜が45度以上となり開設単価
の上昇及び資材・人件費の高騰により、約１2億円増

未開設区間Ｌ＝９，７９４ｍ

L=400m

L=400m

L=150m
L=300m

L=400m

L=300m
L=350m

起点

終点

L=150m

全体 L=2,600ｍ

L=150m
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費用対効果の分析

■事業の効果

木材生産等便益 効果全体の２０％

森林整備経費縮減等便益 効果全体の７８％

森林の総合利用便益 効果全体の ２％

■投資的効果率

＝ １．０
効 果 額

事 業 費
前回評価時
（Ｈ３０年度）

１．１

（0.98）

事業を巡る状況の変化

・木材搬出のため大型トラックが通行できる道路が必要
・天然林は拡大造林を行い林業経営する

・人工林の区域は林道の開設が完了
・天然林での拡大造林や木材生産の計画の意向がない

【計画時】

【現 在】

⇒地元から早期の開設要望
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現況のままでの本路線の整備推進は困難

地元関係者への確認

■令和４年８月
揖北線について、県が揖斐川町と打ち合わせを行

い、中止の方針を確認

■令和４年９月～
揖斐川町が、地元関係者に、天然林での拡大造林、

木材生産の意向がないことを確認
また、揖北線の中止について説明し、了解を得る

・揖斐川町より、現況のままでの本路線の整備推進は
困難の意見がある

・事業費の見直しにより投資的効果率が1.0を下回る

・岐阜県森林づくり基本計画では、

「森林施業に早期に着手するため、開設工事が長期

化している林道の早期完成を目指すとともに、進捗

が大幅に遅れている路線は計画を見直します」とし

ている

対 応 方 針 （案）

事業を中止することが妥当
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中止した場合の費用対効果

■久瀬(起点）側

効 果 額

事 業 費
＝ ０．５

開設延長 ２，１７４ ｍ

事業費 １，１０４ 百万円
※急傾斜であり事業費が高い

利用区域が小さい

→投資的効果率が小さい

効 果 額

事 業 費
＝ ３．０

■藤橋（終点）側
開設延長 ５，２３２ ｍ

事業費 １，０５５ 百万円
※既設林道の改築区間があり

事業費が低い

→投資的効果率が大きい
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公 共 林 道 事 業

おおたに おおとち

林道 大谷～大栃線の再評価

終点
郡上市八幡町相生字山ノ神

起点
関市板取字橋向

位置図及び事業概要

大谷～大栃線
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事業目的
・森林整備の推進
・林業経営の効率化

利用区域内の森林現況

人工林（５４％）

天然林（４６％）

利用区域 面積 ２,４７０ha

蓄積 ６４２,６８８ｍ3

スギ
52％

ヒノキ
46％

アカマツ
2％

1～35年生
10％

36～60年生
59％

61年生～
31％

人工林の構成

事業効果 森林整備の実績

間伐実績 273ha 

林道 1.3km
森林作業道 18.8km

間伐材搬出実績（H30～R4）： 1,306 
主な搬出先
・郡上森林組合 木材センター：722 
・長良川木材（協） ：377 1000m
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事業効果 森林整備の計画

森林経営計画区域 538ha

間伐計画 29ha

（材積 2,559m3）

作業道計画 260m

今後の森林経営計画区域 約300ha

1000m

木材生産等便益 効果全体の １５％

森林整備経費縮減等便益 効果全体の ８５％

効 果 額
＝ １．６

事 業 費

費用対効果の分析

事業の効果

投資的効果

前回評価時
（Ｈ３０年度）

１．５
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・木材需要の急変（例：ウッドショック）

・大型製材工場（長良川木材事業協同組合）
郡上市白鳥町 H27年9月 稼働

木材使用量 約8万m3（将来的に10万m3）

・バイオマス発電施設（中国木材（株））
郡上市白鳥町 R７年 稼働予定

木材使用量 約１１万ｔ

事業を巡る社会経済情勢等の変化

木材需要の増加

起点
関市板取

終点
郡上市八幡町

長良川木材事業協同組合
大型製材工場

バイオマス発電施設

約２２ｋｍ

事業を巡る社会経済情勢等の変化 製材工場等との位置関係

大谷～大栃線
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林道・大谷～大栃線

事業の進捗状況

起点

終点

関市板取

郡上市八幡町

全体延長 ２２,１６０ｍ
完 成 ２０,７６７ｍ
残計画 １,３９３ｍ

延 長 進捗率 ９３．７％
事業費 進捗率 ９０．３％

■環境への配慮

・間伐材を活用

（木伏工、木柵工など）

・リサイクル認定製品の活用

（緑化基盤材）

■環境への配慮

・間伐材を活用

（木伏工、木柵工など）

・リサイクル認定製品の活用

（緑化基盤材）

■コスト縮減への取り組み

・Ｌ型ﾌﾟﾚｷｬｽﾄ擁壁の採用

■コスト縮減への取り組み

・Ｌ型ﾌﾟﾚｷｬｽﾄ擁壁の採用

環境への配慮・コスト縮減

L型擁壁

木柵工

緑化基盤材
（リサイクル認定製品）

木伏工

５年間で約６００万円のコスト縮減
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人工林の多くが本格的な利用期を迎える中で、

• 豊富な森林資源を循環利用し、「森林の多面的機
能の向上」を図る必要がある

• 森林施業の集約化や効率的な作業システムの整備
等を進め、「国産材の安定供給体制の構築」を図
る必要がある

• 関市及び郡上市から早期完成の強い要望がある

継続して事業を実施することが妥当

対応方針（案）
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公共林道事業
（農山漁村地域整備交付金事業）

（地方創生道整備推進交付金事業）

林道 三森山線
み つ も り や ま

完成区間

か 残計画区間

利用区域

事業期間 平成５年度～令和１５年度（４１年間）

事 業 費 ９，０５９百万円

事業内容 幅員 ４．０～５．０ｍ

延長 ３１，０４３ｍ

利用区域面積 ２，３５３ｈａ

計 画 概 要

起点 中津川市阿木

終点 恵那市上矢作町青ナギ

-25-



事業目的（利用区域内の森林現況）

1000m

起点

終点

国有林

国有林

人工林

62%

天然林

38%

人工林、天然林の分布

11～60年生

60%

61年生以上

40%

人工林内の齢級分布

利用区域 ２，３５３ｈａ
（うち民有林 ２，１１１ｈａ）

事業目的
・森林整備の促進
・林業経営の効率化

事業効果（森林整備の実績）

1000m

起点

終点

既設林道 １３路線
既設作業道 １２路線

搬出間伐の実施状況

国有林

国有林

間伐実施個所（直近10か年）
329ha

間伐材搬出材積 6,284m3
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1000m

起点

終点

阿木229団地

琴ヶ沢109団地

青ナギ81団地

青ナギ83団地

事業効果（森林整備の計画）

亀石団地

実施中または直近10か年で施業を実施し
た経営計画区域

計画 （令和4年度末実績）

間 伐 303ha （ 89ha）
搬出材積 5,539m3  （5,133m3）
作 業 道 1,700m （2,581m）

今後の経営計画区域（予定）

阿木260,261団地

国有林

国有林

事前防災プロジェクト

上矢作110団地

青ナギ81団地
上矢作雉子洞79外団地

阿木263団地

木材生産等便益 ３８％

森林整備経費縮減等便益 ６１％

森林の総合利用便益 １％

費 用 対 効 果 の 分 析

効果額

事業費
＝ １．２

■事業の効果

■投資的効果率

前回評価時
（Ｈ３０年度）

１．３
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事業を巡る社会経済情勢等の変化

・木材需要の急変（例：ウッドショック）

・合板工場（森の合板協同組合）
中津川市 H23年4月 稼働 木材使用量 約10万m3

・バイオマス発電施設（SDET合同会社）
土岐市 R５年１月 稼働 木材使用量 約８万ｔ

・バイオマス発電施設（合同会社美濃加茂ﾊﾞｲｵﾏｽ発電所）
美濃加茂市 R５年10月 稼働予定 木材使用量 約８万ｔ

木材需要の増加

0 6.4km

森の合板協同組合

約４３ｋｍ

土岐バイオマス発電所
約３５ｋｍ

美濃加茂バイオマス発電所

約６３ｋｍ

終点
恵那市上矢作町

起点
中津川市阿木

事業を巡る社会経済情勢等の変化

製材工場等との位置関係

三森山線
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全体延長 ３１，０４３ｍ

実施済 １６，５２５ｍ

残計画 １４，５１８ｍ

延長 進捗率 ５３％

事業費 進捗率 ５４％

全体延長 Ｌ＝３１，０４３ｍ

起点

終点

事 業 の 進 捗 状 況

環境への配慮・コスト縮減

・補強土壁工の活用による切土・残土処理の

軽減

・間伐材の利用（木伏工・木柵工）

環境への配慮

ｺｽﾄ縮減への取り組み

木伏工

補強土壁工

５年間で約４千万円のコスト縮減
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対 応 方 針 （案）

豊富な森林資源を循環利用し、森林の多面
的機能の向上を図る必要がある。

国産材の安定供給、生産コストの低減を図る
必要がある。

中津川市、恵那市より、事業の継続・早期完
成の強い要望がある。

継続して事業を実施することが妥当
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